
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積 半島 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

有田市、有田川町、湯浅町、広川町

令和7年4月1日

令和14年3月31日

令和６年11月22日

有田川町（一部山村）、有田市（全部半島）、有田川町（全部半島）、湯浅町
（全部半島）、有田川町（みなし過疎）、湯浅町（全部過疎）

有田市、有田川町、湯浅町、有田周辺広域圏事務組合

409.47

61,717

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

有田周辺広域圏事務組合（昭和51年4月1日）

7年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

有田市・有田川町・湯浅町地域循環型社会形成推進地域計画（第２期）

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

構成市町村等（作成者）
名
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

和歌山県では、広域化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町村の意見等を踏まえながら平
成16年7月に「和歌山県ごみ処理広域化計画」を策定している。
「和歌山県ごみ処理広域化計画」では、ごみ処理の広域化として、有田市、有田川町（以上、有田周辺広
域圏事務組合）、湯浅町、広川町（以上、有田衛生施設事務組合）の1市3町を有田広域ブロックと位置付
け将来的にはブロック内に1施設の広域処理を目指すこととしていた。
令和4年3月策定の「第5次和歌山県廃棄物処理計画」では、「平成16年7月に策定された和歌山県ごみ処理
広域化計画（第2次改訂版）の計画期間は平成20年度までとなっていますが、同計画の趣旨にのっとり施
設整備を進めています。」としている。
ブロック内でごみ処理の広域化について検討を行い、平成29年4月から有田市、湯浅町及び有田川町の1市
2町で広域処理を目指し新ごみ処理施設の建設を行う方針となった。

和歌山県ごみ処理広域化計画（第2次改訂版）
第５次和歌山県廃棄物処理計画

有田市、有田川町、湯浅町

④市町村・品目により異なる（詳細は下記に記載）

有田市、有田川町及び湯浅町では、従来より各市町が独自にプラスチック容器
包装廃棄物、プラスチック使用製品廃棄物及びその他プラスチック製品を一括
回収し、民間業者に引き渡し、リサイクルを行っている。引き続き分別回収を
継続し、資源化を進めていく方針である。
また、プラスチック再商品化を実施するためのマテリアルリサイクル推進施設
の施設整備事業を令和8年度に着手、令和12年度に竣工し、令和13年度よりプラ
スチック再商品化を行っていく方針である。

○

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場
合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合

有田市：平成7年度、有田川町：平成17年度、湯浅町：平成18年度
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

有田市（有田市災害廃棄物処理計画）、有田川町（有田川町災害廃棄物処理計
画）、湯浅町（湯浅町災害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市町（策定予定時
期）

備考

上記が④の場合、その詳
細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市町（計画の名
称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和14年度 現状比

61,717 58,873 -4.6%

2,988 2,819 -5.7%

15,657 14,718 -6.0%

598 576 -3.7%

　その他排出量（トン） 354 575 62.4%

　⑤総排出量（トン） 18,999 18,112 -4.7%

841 843 0.2%

　再生利用量 2,888 3,309 14.6%

15% 18%

　最終処分量 2,747 2,566 -6.6%

14% 14%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 28,122

特記事項

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量には集団回収量を含む。
・各焼却施設では温水の場内利用を行っている。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単
位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/
人日〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

19,000 t
リサイクル率

15.2%

処理残さ量

5,280 t
排出量 計画処理 28.3%

18,646 t
100.0% 減量化量

13,366 t
自家処理量 71.7% 最終処分量

2,747 t
14.7%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和14年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

18,113 t
リサイクル率

18.3%

処理残さ量

5,301 t
排出量 計画処理 30.2%

17,538 t
100.0% 減量化量

12,237 t
自家処理量 69.8% 最終処分量

0 t 2,566 t
14.6%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,533 t
13.6%

100.0%

0.0%

14.7%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

575 t

0 t

直接資源化量

17,538 t
2,566 t

15.6%

14.6%

0.0%

100.0%
17,538 t

3,310 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

2,735 t0 t

0 t

354 t 2,887 t

18,646 t
18,646 t 2,747 t
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和5年度 令和14年度 現状比

602 532 -11.7%

7,421 6,810 -8.2%

233 382 64.0%

8,256 7,723 -6.5%

1,048 1,237 18.1%

13% 16%

1,182 1,090 -7.8%

14% 14%

現状

令和5年度 令和14年度 現状比

1,922 1,940 0.9%

5,163 4,881 -5.5%

5 16 216.0%

7,090 6,836 -3.6%

998 1,091 9.4%

14% 16%

1,080 1,029 -4.7%

15% 15%

現状

令和5年度 令和14年度 現状比

464 348 -24.9%

3,074 3,028 -1.5%

116 177 52.6%

3,654 3,553 -2.8%

842 981 16.5%

23% 28%

485 447 -7.8%

13% 13%

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

湯浅町

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

有田市

有田川町

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

発生状況の把握と処理について検討を行う。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のとお
り計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

一般廃棄物等の処理は、有田市、有田川町については有田周辺広域圏事務組合（以下「本組合」とい
う。）の「環境センター」において可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの処理を、「クリーンセンター」にお
いてし尿及び浄化槽汚泥の処理を広域処理として行っている。
湯浅町については、一般廃棄物等の処理は広川町との２町で構成される有田衛生施設事務組合にて処理を
行っている。
分別区分及び処理方法については、表2のとおりである。
有田市と有田川町の現状については、次のとおりである。可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみは本組合の環
境センターにおいて処理し、資源系ごみは各構成市町において委託処理（資源化等）している。可燃ごみ
は、環境センターごみ焼却施設において焼却処理している。不燃ごみ及び粗大ごみは、環境センターリサ
イクルプラザにおいて破砕、選別処理等を行い、金属類は資源化し、可燃残渣は環境センターごみ焼却施
設で焼却処理を行い、不燃残渣は埋立処分を行っている。
湯浅町の現状については、民間への委託処理を基本としている。
今後については、現在の処理体制を継続するものとするが、竣工後24年が経過し、設備の老朽化が進行し
ている環境センターごみ焼却施設を更新し、湯浅町を含めた1市2町によるごみの広域処理を行う。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

現状は、産業廃棄物の受入は行っておらず、今後についても、受入しないことを基本とする。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　有田市・有田川町・湯浅町地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

環境セン
ターごみ焼
却施設

可燃ごみ
焼
却

環境セン
ターごみ焼
却施設

可燃ごみ
焼
却

委託処理 可燃ごみ
焼
却

熱利用
（仮称）新ご
み処理施設
【焼却】

（焼却残渣）
大阪湾フェ
ニックス

不燃ごみ
破
砕
・

選
別

環境セン
ターリサイ
クルプラザ

不燃ごみ
破
砕
・

選
別

環境セン
ターリサイ
クルプラザ

不燃ごみ
破
砕
・

選
別

委託処理 不燃ごみ
リ
サ
イ

ク
ル

破砕・選別
（仮称）新ご
み処理施設
【マテリサ】

（金属類）売却（可
燃残渣）ごみ焼却施
設（不燃残渣）最終
処分場

粗大ごみ
破
砕
・

選
別

環境セン
ターリサイ
クルプラザ

粗大ごみ
破
砕
・

選
別

環境セン
ターリサイ
クルプラザ

粗大ごみ
破
砕
・

選
別

委託処理 粗大ごみ
リ
サ
イ

ク
ル

破砕・選別
（仮称）新ご
み処理施設
【マテリサ】

（金属類）売却（可
燃残渣）ごみ焼却施
設（不燃残渣）最終
処分場

プラスチッ
ク類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
プラスチッ
ク類

リ
サ
イ

ク
ル

プラスチッ
ク収集場

プラスチッ
ク類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
プラスチッ
ク類

リ
サ
イ

ク
ル

選別
（仮称）新ご
み処理施設
【マテリサ】

委託処理

ビン類
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 ビン類
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 ビン類
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 ビン類
リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
委託処理
（選別等）

空き缶・金
属類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 空き缶
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
空き缶・金
属類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
空き缶・金
属類

リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
委託処理
（選別等）

ペットボト
ル

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
ペットボト
ル

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
ペットボト
ル

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
ペットボト
ル

リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
委託処理
（選別等）

古着・古紙
類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
古着・古紙
類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
古着・古紙
類

リ
サ
イ

ク
ル

委託処理
古着・古紙
類

リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
委託処理
（選別等）

廃乾電池
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 廃乾電池
リ
サ
イ

ク
ル

委託処理 廃乾電池
リ
サ
イ

ク
ル

再資源化
委託処理
（選別等）

使用済小型
家電

リ
サ
イ

ク
ル

売却・委託
処理

使用済小型
家電

リ
サ
イ

ク
ル

売却
使用済小型
家電

リ
サ
イ

ク
ル

保管
（仮称）新ご
み処理施設
【マテリサ】

（売却）

現　　　状（令和5年度） 今　　　後（令和14年度）

有田市 有田川町 湯浅町
分別区分 処理方法

処理施設等

9



表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
（仮称）新ごみ処理

施設

事業主体
有田周辺広域圏事務

組合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現有施設の老朽化と
有田市・有田川町・
湯浅町地域の不燃・
粗大ごみ、プラス
チック類の広域処理
のため

施設種別 リサイクルセンター

処理方式 破砕選別

処理能力（単位） 17.6t/日

事業期間 令和８～12年度

竣工（事業完了）予定年月 令和13年３月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

和歌山県有田市宮原
町須谷地区

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深3.0ｍ

浸水対策

1階部分に止水ドア・
シャッターの採用。
電気設備等は2階以上

に配置。

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

有田市国土強靭化地
域計画

プラ要件化の
経過措置の適用

○

プラ施設整備事業 ○

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合
－

備考
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表３－Ｂ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2

施設名称
（仮称）新ごみ処理

施設

事業主体
有田周辺広域圏事務

組合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現有施設の老朽化と有田
市・有田川町・湯浅町地
域の可燃ごみ広域処理の
ため

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 ストーカ式

処理能力（単位） 55t/日

事業期間 令和８～12年度

竣工（事業完了）予定年月 令和13年３月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

和歌山県有田市宮原
町須谷地区

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深3.0ｍ

浸水対策

ランプウェイ構造の採
用。1階部分に止水ドア・
シャッターの採用。電気
設備等は2階以上に配置。

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

有田市国土強靭化地
域計画

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
回収率10.0％

余熱利用の計画 未定

外部供給における利活
用の概要

未定

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

備考
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計画１人１日平均排出
量（g）

685g

計画収集人口（人） 59,268人

計画直接搬入量
（t/日）

4.73t

計画年間日平均処理量
（t/日）

45t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

57t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

○

災害廃棄物処理量
（見込み％）

5%

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
60t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

②施設規模算定通
知３エを適用

備考

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表３－Ｄ　有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事業及びし尿処理施設の改良等

事業番号 3

施設名称 有田市清掃センター

事業主体
有田市・有田周辺広
域圏事務組合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

クリーンセンターへ
の搬入量調整が可能
となり、本施設でし
尿等の前処理を行う
ことにより、質的均
一化が図られる。老
朽化した施設を更新
することにより、ク
リーンセンターの安
定稼動に寄与できる

施設種別
汚泥再生処理セン

ター

型式及び処理方式 受入・貯留・撹拌

処理能力（単位） 65（kL/日）

事業期間 R1～R9

竣工（事業完了）予定年月 R10.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
有田市千田196番地

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深3.0ｍ

浸水対策

受変電盤や動力盤類
は2階の配置を原則と
し、1階と地階の外壁
開口部及び建屋内開
口部等は浸水防止対
策を講じる

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

有田市国土強靭化地
域計画

CO2削減率
※改良事業の場合

－

処理する有機性廃棄物
※汚泥再生処理センター

を整備する場合
集落排水施設汚泥

資源化の方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

クリーンセンターに
おいて助燃剤化

資源化物の利用方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

クリーンセンターで
脱水汚泥の含水率を
70％以下とすること
により環境センター
で助燃剤として利活
用

堆肥の利用計画
※ごみ堆肥化施設を整備

する場合

飼料の利用計画
※ごみ飼料化施設を整備

する場合
計画処理人口及び面積

※コミュニティ・プラン
トを整備する場合

備考

第１期計画では、ク
リーンセンターを整
備
事業期間をR1～R6を
R1からR9の９年間に
変更
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ③

関連する本体事業の番
号

1,2

事業名
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体
有田周辺広域圏事務

組合

事業目的
（仮称）新ごみ処理
施設整備工事のため

事業概要 事業者選定支援

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

プラ要件の経過措置 ○

プラ施設整備事業 ○

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別
マテリアルリサイ
クル推進施設

マテリアルリサイ
クル推進施設

エネルギー回収型
廃棄物処理施設

最終処分場 最終処分場 し尿処理施設 し尿処理施設

施設名 環境センター
プラスチック収集

場
環境センター 埋立処分地 尾岩坂ごみ処分場 クリーンセンター

有田市清掃セン
ター

施設所有主体
有田周辺広域圏事

務組合
有田川町

有田周辺広域圏事
務組合

有田周辺広域圏事
務組合

有田川町
有田周辺広域圏事

務組合
有田市

型式及び処理方式
低速及び高速回転
式破砕機、選別

選別、圧縮・梱包
全連続燃焼式焼却
炉（ストーカ式）

浄化槽対応型処理方式＋高
度処理＋資源化処理 受入・貯留・撹拌

処理能力（単位） 20t/日 4t/日 100t/日 107,552m3 90,000m3

エネルギー回収の有無 － － 有 － － － －

竣工年月 平成12年3月 平成17年4月 平成12年3月 昭和59年4月 平成5年4月 令和7年3月 昭和39年度

廃止又は休止（予定）年月 令和13年3月 令和13年3月 令和13年3月 － － － －

施設所在地
有田郡有田川町上

中島927番地
有田郡有田川町大

字庄1041-1
有田郡有田川町上

中島927番地
有田郡有田川町川

口427番地
有田郡有田川町川

口441番地
有田郡有田川町長
谷川1552番地の137

有田市千田196番地

想定される浸水深 浸水深10.0ｍ 浸水深10.0ｍ 浸水深3.0ｍ

浸水対策

施設はピロティ構
造を採用。5mの嵩
上げを行ってい

る。

施設はピロティ構
造を採用。5mの嵩
上げを行ってい

る。

-

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

関連性・連続性の
解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

令和13年4月

完了（予定）年月 令和14年3月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

1 1 2 3

備考
施設の供用開始は

令和5年9月

109kL/日
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和14年度

人口 構成比 人口 構成比

11,955 19.4% 15,092 25.6%

1,533 2.5% 754 1.3%

18,364 29.8% 22,343 38.0%

31,852 51.6% 38,189 64.9%

23,798 38.6% 18,234 31.0%

6,067 9.8% 2,450 4.2%

29,865 48.4% 20,684 35.1%

61,717 100.0% 58,873 100.0%

14,104 5,111

44,958 44,459

59,062 49,570

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

し
尿
・
汚
泥
の
量

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

合計（キロリットル）
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（２）各構成市町村の生活排水処理に関する現状と目標

人口 構成比 人口 構成比

0 0.0% 0 0.0%

172 0.7% 159 0.7%

9,999 39.1% 13,060 54.8%

10,171 39.8% 13,219 55.4%

14,067 55.0% 9,425 39.5%

1,339 5.2% 1,211 5.1%

15,406 60.2% 10,636 44.6%

25,577 100.0% 23,855 100.0%

2,453 2,227

18,925 20,112

21,378 22,339

人口 構成比 人口 構成比

11,955 47.3% 15,092 61.9%

922 3.7% 38 0.2%

5,789 22.9% 5,199 21.3%

18,666 73.9% 20,329 83.3%

3,857 15.3% 3,549 14.6%

2,746 10.9% 521 2.1%

6,603 26.1% 4,070 16.7%

25,269 100.0% 24,399 100.0%

7,655 1,460

22,922 20,660

30,577 22,120

有田市

実績 目標

令和5年度 令和14年度

処
理
形
態
別
人
口

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

し
尿
・
汚
泥
の
量

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

合計（キロリットル）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

し
尿
・
汚
泥
の
量

汲取りし尿量（キロリットル）

有田川町

実績 目標

令和5年度 令和14年度

処
理
形
態
別
人
口

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

合計（キロリットル）
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人口 構成比 人口 構成比

0 0.0% 0 0.0%

439 4.0% 557 5.3%

2,576 23.7% 4,084 38.5%

3,015 27.7% 4,641 43.7%

5,874 54.0% 5,260 49.5%

1,982 18.2% 718 6.8%

7,856 72.3% 5,978 56.3%

10,871 100.0% 10,619 100.0%

3,996 1,424

3,111 3,687

7,107 5,111

湯浅町

実績 目標

令和5年度 令和14年度

し
尿
・
汚
泥
の
量

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

合計（キロリットル）

処
理
形
態
別
人
口

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

　合併処理浄化槽の整備については、表７に示す事業を行う。

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

　生活排水処理については、引き続き、公共下水道及び集落排水施設の計画的な整備を推進する。公共下
水道認可区域及び集落排水処理区域以外の地域では合併処理浄化槽の計画的な整備を推進する。
　有田市及び有田川町のし尿及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥を含む。）については、有田周辺
広域圏事務組合クリーンセンターで処理を行っている。発生する汚泥は助燃剤として有田周辺広域圏事務
組合環境センター（ごみ処理施設）へ搬出し、有効活用している。今後も、発生汚泥の有効活用を継続す
るとともに、将来にわたり安定して安全に処理が継続できるよう、必要に応じ適切な整備を行っていく。
　湯浅町のし尿及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥を含む。）については、有田衛生施設事務組合
リユースなぎで処理を行っている。発生する汚泥は堆肥化し、有効活用している。今後も、発生汚泥の有
効活用を継続するとともに、将来にわたり安定して安全に処理が継続できるよう、必要に応じ適切な整備
を行っていく。
　さらに、クリーンセンターの安定稼働に寄与するために、老朽化した有田市清掃センターを整備する。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 4 5 6

事業主体 有田市 有田川町 湯浅町

事業名称 浄化槽設置整備事業 浄化槽設置整備事業 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和５年度）
58基 23基 24基

処理人口（人） 206人 68人 55人

整備計画

整備計画基数（基） 665基 175基 259基

整備計画人口（人） 2,289人 420人 546人

事業期間 R7～R13 R7～R13 R7～R13

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

有田市国土強靭化地
域計画

－
湯浅町国土強靭化地

域計画

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

住民、事業者に対してごみの減量化・再生利用、さらにはごみの適切な出し方に関する啓発を徹底するとともに、啓発が効果的な
ものとなるよう関係団体とも協力しつつ、新たな啓発手法の開発に努める。また、ごみの減量化に関する社会意識を育てるため、
学校や地域社会の場において、副読本を活用した教育やごみ処理施設の見学会などの教育啓発活動に積極的に取り組むものとす
る。
・自治会や女性団体・老人クラブ等を通じ、全住民を対象にしたリサイクル教育の推進
・小学生、中学生のごみ処理施設見学の積極的受入れ
・広報紙を活用した啓発活動
・ごみの分け方出し方マニュアルやごみカレンダーの全戸配布
・事業者に対する減量化・再生利用の指導、啓発
買い物袋（マイバッグ）持参運動とレジ袋対策に関する啓発活動を推進する。家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、家
庭での三角コーナーネット等の利用、無リン洗剤等の使用などを含めた啓発活動を行う。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

有田市、有田川町及び湯浅町では、従来よりプラスチック容器包装廃棄物、プラスチック使用製品廃棄物
及びその他プラスチック製品は一括回収し、民間業者に引き渡し、リサイクルを行っている。引き続き分
別回収を継続し、資源化を進めていく方針である。また、プラスチック再商品化を実施するためのマテリ
アルリサイクル推進施設の施設整備事業を令和8年度に着手、令和12年度に竣工し、令和13年度よりプラ
スチック再商品化を行っていく方針である。

現在、実施している有料指定袋による生活系ごみの収集については、以下のとおりである。
○指定袋の種類
・有田市：５種類（もえるごみ、プラスチック類、ビン類、空き缶・金属類、その他の不燃物）
・有田川町：５種類（燃えるごみ、燃えないごみ、プラスチック、びん、缶・ペットボトル）
・湯浅町：２種類（もえるごみ、プラスチック類）
また、環境センターへの直接搬入については、従量制（100円/10kg）を採用している。
今後の排出量の状況や減量化目標の達成状況等をみながら、必要に応じて指定袋や直接搬入の価格の見直
しについて検討する。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

住民、事業者に対して適切な出し方に関する啓発を徹底する。
施設では、処理中の火災事故防止のため手選別による除去を行う。
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　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

発生状況の把握と処理について検討を行う。

各構成市町における災害廃棄物処理計画の策定状況については、有田市は平成31年３月に策定済み、有田
川町は令和３年４月に策定済み、湯浅町は令和２年２月に策定済みである。
豪雨や火災、震災等で大量に発生するごみは、廃棄物の分別や一時集積場所の確保などを含め、適切な処
理ができる体制の整備に向けて、組合と和歌山県・各構成市町の連携体制の構築を進めていくものとす
る。
各構成市町における災害時のし尿等の処理については、それぞれが保有する地域防災計画等に基づき、処
理を行う方針とする。

　　キ　生活排水対策

　生活排水処理については、引き続き、公共下水道及び集落排水施設の計画的な整備を推進する。公共下
水道認可区域及び集落排水処理区域以外の地域では合併処理浄化槽の計画的な整備を推進する。
　有田市及び有田川町のし尿及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥を含む。）については、有田周辺
広域圏事務組合クリーンセンターで処理を行っている。発生する汚泥は助燃剤として有田周辺広域圏事務
組合環境センター（ごみ処理施設）へ搬出し、有効活用している。今後も、発生汚泥の有効活用を継続す
るとともに、将来にわたり安定して安全に処理が継続できるよう、必要に応じ適切な整備を行っていく。
　湯浅町のし尿及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥を含む。）については、有田衛生施設事務組合
リユースなぎで処理を行っている。発生する汚泥は堆肥化し、有効活用している。今後も、発生汚泥の有
効活用を継続するとともに、将来にわたり安定して安全に処理が継続できるよう、必要に応じ適切な整備
を行っていく。
　さらに河川等公共用水域の浄化対策及び浄化槽の適正な維持管理等を推進するため、広報、啓発活動を
積極的に行う。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

有田周辺広域圏事務組合、有田市、有田川町及び湯浅町では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その計画
を公表するとともに必要に応じて、和歌山県及び国との意見交換を行い、計画の進捗状況を勘案し計画の
見直しを行うものとする。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評価、
目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させ
るものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと
する。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

3,545,000 3,545,000 3,233,000 3,233,000 0 0 0 274,805 1,131,550 1,826,645 0

1
有田周辺広域
圏事務組合

17.6 t/日 R8 R12 R8 R12 3,545,000 3,545,000 3,233,000 3,233,000 0 0 274,805 1,131,550 1,826,645

0

9,731,000 9,731,000 7,050,000 7,050,000 0 0 100,800 470,400 2,016,000 4,132,800 330,000

2
有田周辺広域
圏事務組合

55 t/日 R8 R12 R8 R12 9,401,000 9,401,000 6,720,000 6,720,000 0 100,800 470,400 2,016,000 4,132,800

2
有田周辺広域
圏事務組合

- - R13 R13 R13 R13 330,000 330,000 330,000 330,000 330,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 2,249,541 0 2,199,945 0 335,324 1,864,621 0 0 0 0

3
有田市・有
田周辺広域
圏事務組合

65 kL/日 R1 R9 R8 R9 2,249,541 2,199,945 335,324 1,864,621

第１期計画では、クリーンセン
ターを整備
事業期間をR1～R6をR1からR9の
９年間に変更

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

38,544 38,544 38,544 38,544 25,054 13,490 0 0 0 0 0

③
有田周辺広域
圏事務組合

- - R7 R8 R7 R8 38,544 38,544 38,544 38,544 25,054 13,490 全体の事業期間：令和6年度～令和8年度

0

0

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

事業番号１,２のための計画支援

有田市清掃センター

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

（仮称）新ごみ処理施設整備事業

エネルギー回収等のための整備事業

し尿処理施設の改良事業等

廃焼却施設解体（環境センター）

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

（仮称）新ごみ処理施設整備事業

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業
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495,390 468,846 66,978 66,978 66,978 66,978 66,978 66,978 66,978

4 有田市 R7 R13 R7 R13 283,696 283,696 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

665 基 283,696 283,696 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528 40,528

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

5 有田川町 R7 R13 R7 R13 87,682 67,438 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

175 基 87,682 67,438 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634 9,634

浄化槽災害復旧事業 基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

6 湯浅町 R7 R13 R7 R13 124,012 117,712 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

259 基 124,012 117,712 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816 16,816

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0 0 0 0 0 0 0 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

13,314,544 16,059,475 10,321,544 12,990,335 92,032 415,792 2,032,399 812,183 3,214,528 6,026,423 396,978合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

浄化槽設置整備事業

内
訳

浄化槽設置整備事業

内
訳

浄化槽設置整備事業

内
訳
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

①総人口（人） 64,679 63,659 62,683 61,717 62,520 62,033 61,557 61,083 60,607 60,134 59,660 59,268 58,873

②事業系ごみ排出量
（トン）

2,932 2,884 3,274 2,988 2,878 2,871 2,863 2,857 2,848 2,840 2,833 2,828 2,819

③生活系ごみ排出量
（トン）

16,841 16,821 16,416 15,658 16,017 15,843 15,674 15,540 15,337 15,170 15,004 14,894 14,718

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

607 618 611 598 591 589 586 584 582 580 577 576 576

その他排出量
（トン）

575 494 418 354 575 575 575 575 575 575 575 575 575

⑤総排出量
（トン）

20,348 20,199 20,108 19,000 19,470 19,288 19,111 18,972 18,760 18,585 18,412 18,297 18,112

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

862 869 879 841 853 852 851 849 848 847 846 843 843

⑦総資源化量
（トン）

3,532 3,348 3,224 2,888 3,459 3,440 3,421 3,409 3,382 3,362 3,342 3,333 3,309

⑧埋立最終処分量
（トン）

2,957 2,843 2,798 2,747 2,752 2,727 2,703 2,684 2,655 2,631 2,607 2,592 2,566

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

2,510 2,456 2,433 2,143 2,529 2,512 2,501 2,477 2,460 2,443 2,433 2,409 2,345

年間日数
（日）

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測
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64,679 

63,659 

62,683 

61,717 

62,520 
62,033 

61,557 
61,083 

60,607 
60,134 

59,660 
59,268 

58,873 

55,000

56,000

57,000

58,000

59,000

60,000

61,000

62,000

63,000

64,000

65,000

66,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

575 494 418 354 575 575 575 575 575 575 575 575 575 

16,841 16,821 16,416 15,658 16,017 15,843 15,674 15,540 15,337 15,170 15,004 14,894 14,718 

2,932 2,884 3,274 
2,988 2,878 2,871 2,863 2,857 2,848 2,840 2,833 2,828 2,819 

20,348 20,199 20,108 
19,000 19,470 19,288 19,111 18,972 18,760 18,585 18,412 18,297 18,112 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

3,532 
3,348 

3,224 

2,888 

3,459 3,440 3,421 3,409 3,382 3,362 3,342 3,333 3,309 

2,957 
2,843 2,798 2,747 2,752 2,727 2,703 2,684 2,655 2,631 2,607 2,592 2,566 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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607 618 611 598 591 589 586 584 582 580 577 576 576 

862 869 879 
841 853 852 851 849 848 847 846 843 843 

0
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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生活排水の処理の実績と予測
過去の状況・現状 予測 目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

総人口（人） 65,597 64,679 63,659 62,683 61,717 62,520 62,033 61,557 61,083 60,608 60,134 59,660 59,269 58,873

7,258 7,849 9,023 10,915 11,955 13,436 13,741 14,013 14,245 14,444 14,618 14,790 14,950 15,092

11.1% 12.1% 14.2% 17.4% 19.4% 21.5% 22.2% 22.8% 23.3% 23.8% 24.3% 24.8% 25.2% 25.6%

4,117 4,158 3,508 2,301 1,533 739 752 760 765 764 765 762 760 754

6.3% 6.4% 5.5% 3.7% 2.5% 1.2% 1.2% 1.2% 1.3% 1.3% 1.3% 1.3% 1.3% 1.3%

17,491 17,585 17,542 17,947 18,364 19,775 20,248 20,662 21,022 21,331 21,598 21,836 22,107 22,343

26.7% 27.2% 27.6% 28.6% 29.8% 31.6% 32.6% 33.6% 34.4% 35.2% 35.9% 36.6% 37.3% 38.0%

未処理人口（人） 36,731 35,087 33,586 31,520 29,865 28,570 27,292 26,122 25,051 24,069 23,153 22,272 21,452 20,684

汚水衛生処理率（％） 44.0% 45.8% 47.2% 49.7% 51.6% 54.3% 56.0% 57.6% 59.0% 60.3% 61.5% 62.7% 63.8% 64.9%

合併処理浄化槽（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

36,731 35,087 33,586 31,520 29,865 28,570 27,292 26,122 25,051 24,069 23,153 22,272 21,452 20,684

17,491
17,585

17,542
17,947

18,364 19,775 20,248 20,662 21,022 21,331 21,598 21,836 22,107 22,343

4,117
4,158

3,508
2,301

1,533 739 752 760 765 764 765 762 760 754

7,258
7,849

9,023
10,915

11,955 13,436 13,741 14,013 14,245 14,444 14,618 14,790 14,950 15,092

65,597 64,679 63,659 62,683 61,717 62,520 62,033 61,557 61,083 60,608 60,134 59,660 59,269 58,873
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口及び汚水衛生処理率の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽（人）

未処理人口（人）

汚水衛生処理率（％）
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添付資料１　対象地域図
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添付資料２　地域内の施設の現況と予定

有田川町
有田市

湯浅町

広川町 有田川町尾岩坂ごみ処分場
（有田川町川口440）

組合埋立処分地
（有田川町川口427）

有田川町プラスチック収集場
（有田川町庄1041-1）

(仮称)新ごみ処理施設整備予定地
（有田市宮原町須谷地区）

組合環境センター
ごみ焼却施設・リサイクルプラザ

（有田川町上中島927）

クリーンセンター
（有田川町長谷川地内）

(仮称)有田市清掃センター予定地
（有田市千田１９６）



添付資料３－１　浄化槽整備区域図（有田市）



添付資料３－２　浄化槽整備区域図（有田川町）



添付資料３－３　浄化槽整備区域図（湯浅町）



添付資料４－１　地域のハザードマップ（浸水）

（仮称）新ごみ処理施設建設予定地



添付資料４－１　地域のハザードマップ（浸水）

（仮称）有田市清掃センター



添付資料４－２　地域のハザードマップ（土砂災害）

クリーンセンター



添付資料５－１　有田市国土強靭化地域計画 令和5年10月改訂（抜粋）



添付資料５－２　湯浅町国土強靭化地域計画　令和２年１月改訂（抜粋）


